
１．は じ め に

これまでの日本企業の製品品質は, 戦後の ｢安かろう悪かろう｣ レベルか

ら世界最高の ｢メイド・イン・ジャパン｣ にまで引き上げられてきたといっ

ても過言ではない｡ しかしながら, 1985年時点ですでにその品質を実現して

きた手段のひとつでもある TQCの形骸化が指摘され,
(１)

今日 (2015年) では

｢日本製品の品質が低下している｣ と答えた人の割合は 5 年前と比べて 2 割

も増加し, 7 割近くに達している。
(２)

このような状況を踏まえると, これまで

日本企業の製品品質がどのような管理哲学や環境条件のもとで実現されてい

たのか深く洞察されることなく, 品質管理がアプリオリに実現されたものと

認識されてきたのではないのだろうかという疑問が生じる｡
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デミング理論の基本的特質と
限界に関する一考察

ドラッカーの経営思想との比較を通じて

星 野 広 和

( 1 ) 例えば, TQCの目標のひとつとしてデミング賞の獲得があるが, これを挑戦
目標にした企業は膨大な金と時間を使い，ある種の全体主義，精神主義，批判を許
さぬ雰囲気が支配し，残業，研修の繰り返しの中で従業員はくたびれてしまう，と
いう話がある。鎌田（1985）
( 2 ) ニュース配信サービス ｢日経ものづくり NEWS｣ の読者を主な対象に, アン
ケート URLを告知した上で回答を依頼｡ 2015年 5 月28日 6 月 4 日に実施し, 439の
回答を得た｡ 『日経ものづくり』 (2015年 7 月号, p. 41)



そこで本稿では, わが国の品質管理に対し理論的・実践的に多大な貢献し

た人物のひとりであるW. E. デミングの経営理論のもつ普遍的特質と今日の

経営環境を踏まえた限界について, P. F. ドラッカーの経営思想 (主に1980

年代の著作に依拠) と比較しながら考察する｡ それは, デミングの経営理論

や管理思想に関する論文や著作は数多く存在する (Walton, 1988 ; Mann,

1989 ; Aguayo, 1990 ; Austenfeld, Jr., 2001) ものの, これまでの研究の大半が

彼の議論に対して批判的な視点からレビューしてこなかったことへの反省で

もある｡

ドラッカーの経営思想を取り上げて比較する理由として, 次の 3点を指摘

したい｡ 第 1に, デミングとドラッカーはニューヨーク大学経営大学院の同

僚かつ友人であり, 彼らが長期にわたって手紙のやり取りをしていたという

証拠 (草稿) を米国ワシントン D. C. にある議会図書館 (Library of Con-

gress) で発見したこと, 第 2 に, デミングとドラッカーではその力点や視

野に相違があったこと, つまりデミングが管理の現場や日本での経験から積

み上げてアメリカ産業や欧米式企業経営のあるべき姿を提起していた一方で,

ドラッカーは産業社会や経済の視野から企業経営のあるべき姿を提起してい

たこと, 第 3に, デミングとドラッカーの視点の相違から, 必然的に両者の

理論や哲学・思想を補完することによってデミング理論を再評価できること,

である｡

本稿の構成は次のとおりである｡ 第 1に, デミングの経営理論を踏まえ,

その基本的特質と理論的・実践的貢献について考察する｡ 第 2に, ドラッカー

がデミング宛に送った手紙からデミング理論における論点を明らかにすると

ともに, その理由づけをドラッカーの経営思想から行う｡ 第 3に, デミング

とドラッカーの経営理論・哲学・思想を比較することによって, 両者の共通

点および相違点を明らかにするとともに, デミング理論の普遍性と限界につ

いて考察する｡
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２．デミング理論の基本的特質

2�1．デミングの貢献

The W. Edwards. Deming Institute によると, デミング (1900�1993) は統

計学者, 著者, 講師, コンサルタントであった｡ 彼のアカデミック・キャリ

アとしては, ニューヨーク大学経営大学院にて統計学の教授 (1946�1993)

であったことが指摘できる｡ 彼は数多くの原論文, 論説, 著作を刊行してお

り, それらがカバーする領域は関連する研究テーマ, すなわち統計学的バラ

ツキからシステムおよびシステム思考, そして人間の心理学にまで及んでい

る｡

周知のとおり, デミングは日本科学技術連盟 ( JUSE) によって招聘され

た1950年以降, 統計学のコンサルタントとして, 日本の技術者およびトップ・

マネジメントに対して製品品質, テストおよび販売を向上させる方法につい

て統計学的手法の適用を含むあらゆる手段を用いて講義した｡ 管理の現場や

日本での経験から積み上げたこの時期に，彼の経営思想の基本的スタンスが

形成されたといっても過言ではないだろう｡

さて，彼の実践面での貢献として, 少なくとも以下の 3点を指摘すること

ができる｡ 第 1に, 1950年および1951年に実施された統計的品質管理セミナー

および1951年に設立されたデミング賞によって，直接的・間接的に日本の製

品品質向上へ貢献したことである｡ 後者に付言すれば, 1950年の来日以降,

我が国における統計理論の発展に貢献した統計学者としてデミングは表彰さ

れているが, 1950年の講演で用いた出版物の印税をもとに設立されたものが

デミング賞であった｡ この賞は現在も統計理論を改善しつつ使用している組

織, 消費者調査, 製品設計, 生産などにおいて優れた企業を表彰している｡

その後デミングは, 1960年に, 戦後の荒廃から世界的な経済力を持つ国へ日

本を引き上げたものとして, 天皇陛下によって勲二等瑞宝章叙勲の栄に浴さ
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れている｡

第 2に, アメリカの経済界にも品質の重要性を気づかせる影響を与えたこ

とである｡ 1980年に NBCによって放映された彼のドキュメンタリー番組

｢なぜ日本にできてアメリカにできないのか？｣ (“If Japan Can, Why Can’t

We?”) で, 日本の驚異的な経営の成功に大いなる貢献を与えた彼の哲学が

遅ればせながらもアメリカ国民の注目を浴びた｡ その結果, 1987年にアメリ

カ版デミング賞ともいえるマルコムボルドリッジ国家品質賞が設立され, 品

質面で優れた業績を上げたアメリカの公的および私的組織に対してアメリカ

合衆国大統領から賞が贈られることになった｡

第 3に, やや個別的な事例ではあるが, デミングがコンサルタントを行っ

ていた企業の経営改革に貢献したことである｡ 例えば, コンサルタント先企

業のひとつであったフォード・モーターでは, 1980年代において巨額の資金

損失を出していた製造面での再生を実現できている｡ 彼とフォードのコラボ

レーションの成果のひとつとして挙げられるのが, 1992年に全米で最も売れ

た車である ｢フォード・トーラス｣ (Ford Taurus) である｡ Gabor によると,

｢この車種が製品発展 (プロジェクト) が開始される以前に市場調査が実施

された最初の記念となるものであり, このプロジェクトはチームワークやフォー

ドのベンチマーキング体制への新たな種を蒔き, 道を切り拓いたものであっ

た｣ (カッコ内筆者注) (Gabor, 1990, p. 146) とされる｡ なるほど, 顧客が

何を求めているかを明らかにするというフォードの試みは, 新型トーラスに

おいて1,401もの ｢顧客要求｣ の中から, 700以上を組み入れたという結果を

もたらすことになった (Austenfeld, Jr., 2001, p. 71)｡

2�2．経営変革のための14原則と 7つの致死的病弊

さて, 1986年の著作 Out of the Crisis で, デミングは欧米式経営の変革に

向けた有名な14からなる経営原則を主張した｡ 彼によると, アメリカ企業は

デミング理論の基本的特質と限界に関する一考察（星野広和)

42



その経営スタイルだけでなく，業界ないし政府との関係における変革以上の

ものが必要とされた｡ デミングは, これらの14原則の基礎が1950年およびそ

の翌年の日本におけるセミナーで形成されたとしたうえで, 次のように強調

する｡

｢この14原則はアメリカ産業界の変革に向けた基礎である｡ それは大小

の諸問題を単に解決するに十分なものとはならないだろう｡ 14原則の適

用とアクションは事業を継続することで投資家と職を保護するように経

営を実施することを目的としたものである｡｣ (Deming, 1986, p. 23)

デミングは14の経営原則を通じて，事業ないし組織の有効性の改善を指摘

する｡ これらの原則は命令的かつ規範的であると同時に, これらの多くは哲

学的なものであり, 他はプログラム的なものとなっている (Anderson et al.

1994, The W. Edwards. Deming Institute)｡ もちろん, すべてが本質的に (欧
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図表１ デミングの企業経営の変革のための14原則

原則 内容
第１原則 製品とサービスの改善へ向けて，不変の目的を創造せよ
第２原則 新しい哲学を採りいれよ
第３原則 大量検査への依存を止めよ
第４原則 価格のみにもとづいて取引機会を与える慣行を廃止せよ
第５原則 製品とサービスのシステムを絶えず永久に改善せよ
第６原則 訓練を制度化せよ
第７原則 リーダーシップをとり制度化せよ
第８原則 不安を払拭せよ
第９原則 スタッフ間の障壁を無くせ
第10原則 作業者に対するスローガン，奨励制度，到達目標を排除せよ

第11原則
a) 作業者に対する数値割当てを無くせ
b) 人々に対して数値目標を科すマネジメントを無くせ

第12原則 人々から仕事の腕前に対する自負心を奪うような障壁を排除せよ
第13原則 職場の全員に対して教育と自己改善を促進せよ
第14原則 変化を成し遂げるためにアクションをとれ

(出所) Deming, W. E. (1986), Out of the Crisis, The MIT Press., pp. 23�24 より作成。



米式) 経営の変革を指向するものである (図表 1参照)｡

14原則が主として欧米式経営の変革におけるデミングの哲学を示している

のに対して, 経営における 7 つの致死的病弊 (seven deadly diseases) は経

営の有効性改善および持続的改善に対するアメリカ産業界 (企業) の最も深

刻な障壁を示している｡ この病弊とは, ① ｢不変の目的を欠いていること｣,

② ｢短期的利益を強調していること｣, ③ ｢業績評価, 人事評価, 年度ごと

の職務評価｣, ④ ｢経営者の移動性｣, ⑤ ｢目に見える数値のみに頼る経営｣,

⑥ ｢過大な医療コスト｣, ⑦ ｢成功報酬で働く弁護士の増加による過大な保

証コスト｣ の 7つである (Deming, 1986, pp. 97�98)｡

特にこの中でデミングが批判したのが, 不変的かつ一貫した目的や長期的

な成長を蔑ろにする四半期配当や短期的利益の追求であり，1980年代にアメ

リカで生じた ｢非友好的 (敵対的) 買収｣ がその理由のひとつでもある｡ 彼

は次のように, 敵対的企業買収に対して強く非難する｡

｢非友好的企業買収の脅威は, 不変の目的に対する唯一かつ最も重要な

障害であるかもしれない｡ 非友好的企業買収以外にも, レバレッジド・

バイアウトもある｡ いずれの方法にせよ, 買収者が求めるものは配当で

あり, 野心をもって相手企業を征服することを目的としている｡｣

(Deming, 1986, p. 100)

2�3．深遠なる知識と外部の視点

デミングは品質管理に関する様々な重要概念, 例えば, デミング・サイク

ル, システム思考, バラツキの知識などを生み出してきたわけであるが, そ

の中でも特筆すべきは，品質管理に消費者 (市場) の視点を取り入れた先駆

者であることである｡ 例えば，すでに1950年のセミナーにおいて, 彼は統計

的品質管理を ｢最大に有用にして市場性のある製品を経済的に生産するため
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の手法 (the method to produce economically the most useful and marketable

products)｣ と定義している｡ それゆえ後述するように，デミングの経営哲

学において, 顧客 (消費者) 満足は最終的に目指す成果でもある (Aguayo,

1990, Anderson et al., 1994)｡

このように, デミングは市場指向の（統計的）品質管理こそ顧客満足を生

み出すものであると強調し, 1986年の Out of the Crisis における欧米式経営

の変革という目的に対し彼の理論を発展させている｡ その帰結が, 1994年に

刊行された The New Economics における ｢深遠なる知識｣ (profound knowl-

edge) である｡ デミングによれば, 深遠なる知識とは 4つの構成要素である,

｢システムの適用｣, ｢バラツキに関する知識｣, ｢知識の理論｣, ｢心理学｣ を

用いることであり, ｢外部の視点｣ こそ変革や改善を実現するための必要条

件であるとされる
(３)
(Deming, 1994, p. 2)｡

さて, デミングは外部の視点を強調するわけであるが, そもそも有名なデ

ミング・サイクルの発案においてその考え方はすでに組み込まれていた｡ こ

こでデミング・サイクルとは, 統計学者W. A. シューハートの統計的品質管

理のサイクル (｢仕様－生産－検査｣) を発展させて1952年の経営者向けセミ

ナーにて提示した ｢設計－製造－販売－調査・サービス｣ を原型としたもの

であり, 基本的には ｢品質を重視する観念・責任｣ の上を循環するサイクル,

そしてそれらが試作品の設計・製造に始まり大量生産へと拡大しながら再生

産するスパイラル, の 2つに展開される｡

デミング・サイクルにおける第 4段階である ｢市場調査・サービス｣ は製

造業者と使用者ないし潜在的使用者とのコミュニケーションとして捉えるこ

とができる｡ ｢公衆に対する機会の提供であり, 産業における民主主義 (de-

mocracy in industry) である｡ … (中略) …製品の製造・マーケティングを
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( 3 ) 星野 (2014) を参照のこと｡



試作規模で始め, 健全な経済的基盤の上での生産体制を確立し, できるだけ

早く市場状況を明らかにし, 時おり消費者のニーズや反応と照らし合わせな

がら製品を再設計することがよりよい方法である｣ (Deming, 1952, pp. 9�10)

との指摘からも明らかである｡ ゆえに, いわゆるデミング・サイクルをアレ

ンジした PDCAサイクルに関しても, われわれは企業内部の視点にもとづ

く ｢閉じたサイクル｣ ではなく, 市場調査を踏まえた外部に対する ｢開かれ

たスパイラル｣ との認識を有している (図表 2参照)｡
(４)

2�4．トップ・リーダーシップの役割

ここで, 外部の視点を踏まえた経営管理 (品質管理だけでなく企業経営の

変革) を実施する際に, その管理主体が誰かまたその責任とは何かを考えて

みたい｡ Anderson et al., (1994) によれば, デミング理論において, 経営者
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図表２ デミング・スパイラル

11

4

3

2

4

3

2

(出所) Deming, W. E. (1952), Elementary Principles of the Statistical Control of Quality

�A Series of Lectures�, Nippon Kagaku Gijutsu Remmei, p. 10.

( 4 ) 星野 (2010) を参照のこと｡



のトップ・リーダーシップ (visionary leadership) が始点となっており, そ

れらが組織システム (組織の内的・外的協働, 学習) に影響を与え, プロセ

ス・マネジメントを通じてプロセスの成果 (持続的改善, 従業員満足) をも

たらし, 最終的に顧客満足という成果に至るものとして説明される｡ つまり,

統計的品質管理の理論にせよ欧米式経営の変革の理論にせよ, デミングの経

営理論において ｢経営者のリーダーシップ｣ は一貫して強調されるのである｡

その理由のひとつとして, デミングは ｢バラツキ｣ に関する理解不足を挙

げている｡ そもそもバラツキには ｢特別原因｣ と ｢一般的原因｣ があり,

｢一般的原因と特別原因との混同は, すべての人々に失望をもたらし, …

(中略) …より多くのバラツキとより多くのコストを引き起こす｣ (Deming,

1986, p. 315)｡ それゆえ, デミングは自身の経験から, トラブルないし改善

の可能性 (一般的原因) は94％がシステムにあるのに対して, 特別原因は 6

％しかないと指摘し, システムの改善を図ることができるのは ｢マネジメン

トの責任｣ であると強調した｡ なるほど, ｢優れたマネジメントと監督には,

2 種類の原因を判別する算出方法に関する知識が要求される｣ (Deming,

1986, p. 316) のである｡

換言すれば, デミングは従来のようなエンジニアやスタッフ主導の品質管

理のあり方や縦割りで組織間の連携が不足になりがちな組織体制に一石を投

じたのであり, 組織を ｢システム｣ として認識し, 全体として変革できる唯

一の責任主体としてトップ・マネジメントを強調したといえる｡

３．ドラッカーの経営思想

3�1．ドラッカーからの手紙

冒頭でも述べたように, デミングとドラッカーが友人かつ同僚であり, 手

紙のやりとりを通じて, それぞれの主張に対して異同があったことが明らか

になっている｡ そこで, 本節では, ドラッカーのデミング理論に対する論点
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を提示するとともに, 彼の経営思想を踏まえてその理由づけを行いたい｡

The Drucker Institute によれば, ドラッカーは作家, 教授, 経営コンサル

タントであり, 自称 ｢社会生態学者｣ (social ecologist) である｡ つまり, ド

ラッカーは社会に起こっていることを見て伝える傍観者でもあり, ｢社会を

見て変化を発見し, その変化が物事の意味を変える本質的な変化であるかを

見極めるとともに, その変化を伝えること｣ (上田, 2012, pp. 15�16) を中

心哲学としている｡

ドラッカーはサラ・ローレンス大学, ベニントン大学, ニューヨーク大学

で教鞭を振るい, 最後の30数年はクレアモント大学院にてそのキャリアを送っ

た｡ 特に, 本研究の目的からすれば，デミングとドラッカーの関係性につい

て, ドラッカーがニューヨーク大学経営大学院 (通称 Stern) にて1950年か

ら1971年まで教鞭をとったキャリアを強調したい｡

さて, ニューヨーク大学経営大学院にて同僚であったデミングとドラッカー

であるが, ドラッカーがデミング宛に出した手紙 (草稿) のいくつかが米国

ワシントン D. C. にある議会図書館に保管されていた (Drucker, 1976b,

1986b, 1986c)｡ その中からドラッカーが指摘したデミング理論における 2

つの論点を紹介しよう｡

第 1に, デミングの経営理論では, 企業経営において「具体的かつ特定の

企業目標」(specific goals) が明示されておらず企業経営に最も重要なこと

として, ｢特定の企業目標｣ ではなく ｢製品とサービスの改善へ向けて不変

の目的を創造すること｣ が強調されていることである｡ この点に関して，ド

ラッカーは次のように言及している｡

｢もちろん, 君 (のいうこと) は絶対的に正しい｡ それでも特定の目標

がなければ, 私の経験上, 人々は (目標に) たどりつけない｡ 職務に焦

点をあてることとその測定に焦点をあてることにバランスをとることは,
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私が思うに, 経営において最も重要なことのひとつであり, かつ最も捉

えどころのない部分のひとつである｡｣ (カッコ内筆者注) (Drucker,

1986c)

この点に関して, ドラッカーは1986年に The Wall Street Journal 誌へ寄稿

した記事および敵対的企業買収に関する論文 (いずれもコピー) を同封し,

デミングに対して ｢(法人) 資本主義の危機｣ についての関心を促している｡

第 2に, 上記と関連することであるが, 敵対的企業買収が ｢自由企業体制｣

(free enterprise system) に与える影響について強い懸念を表明しているこ

とである｡

｢率直に言って, 敵対的企業買収はわれわれの自由企業体制という基本

的精神に関する根本的な問題を提起するものと私は考える｡｣ (Drucker,

1986b)

ここで自由企業体制は, 次のように説明される｡ ｢自由企業体制という言

葉は, 今から40年から50年前, 企業にとって株主の利害は大切であっても単

なるひとつの利害に過ぎず, 企業には株主のために利益を生むという機能を

はるかに超えた機能, すなわち雇用するものとしての機能, 地域社会におけ

る市民としての機能, 顧客としての機能, 納入者としての機能があるという

ことを明確にするために生まれた言葉である｡｣ (Drucker, 1986a, p. 22)と。

つまり, コーポレート・ガバナンス論において一般的に ｢企業は誰のもの

か｣ ｢企業は誰のためにあるのか｣ という問いがまず提起されようが, アン

グロサクソン型企業に典型的な ｢株主主権のコーポレート・ガバナンス｣ で

はなく, 日本企業に典型的な ｢社会 (利害関係者) 志向のコーポレート・ガ

バナンス｣ に対する共通の認識を 2人はもっていたといえよう｡
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3�2．アメリカにおける敵対的企業買収の影響

それでは, 上記の論点, つまり ｢企業経営において特定の (具体的な) 目

標が必要か否か｣ および ｢敵対的企業買収が企業経営に与える負の影響｣ に

ついて, 実際にアメリカにおける敵対的企業買収の影響はどのようなもので

あったのだろうか｡ やや主観的な見解ではあるが, ドラッカーの指摘をもと

にその影響についてみてみよう｡

ドラッカーがデミング宛に送った論文の冒頭で指摘されていることは, 当

時のアメリカ経済における構造的な変化であった｡ すなわち, 敵対的企業買

収の背景でもある, 買収を実現するための資金調達ないし資金提供者の事情

である｡ 周知のとおり, それらは株式の所有権が個人から受託者たる機関投

資家 (特に年金基金) に移ってきたこと, そしてそれらが定額受給のもとで

株式投資から高いリターンを期待されることの結果でもあった (Drucker,

1976a, 1986a)｡ ドラッカーによれば, アメリカでは年金基金と投資信託が

株式を公開した企業の法的所有者となっており, その保有率は普通株の50％

に達し, 大企業ではこの比率はさらに高いといわれている｡
(５)

敵対的企業買収が企業経営に与える影響について, ドラッカーは次のよう

に言及する｡

｢それは企業のマネジメントに対して, 短期的な観点から事業を営むこ

とを強いる｡ 大企業たると中小企業たるとを問わず, アメリカの企業は,

ますます本業による成果を求めてではなく, 敵対的企業買収から身を守

るために経営されるようになっている｡ ということは, アメリカの企業

は, ますます 3ヶ月間という短期の成果に集中せざるを得なくなってい
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るということにほかならない｡ … (中略) …敵対的企業買収は, 真に生

産的な資源, つまり人間の組織とその精神, 献身, 士気, マネジメント

に対する信頼, 企業と従業員との一体感を損なう｡｣ (Drucker, 1986a,

pp. 12�14)

要するに, 短期的視点にもとづく企業経営を強いられ, 本業ではなく敵対

的企業買収から企業を防衛するために経営がなされるのであり, 結果として，

企業を成長させるあるいは持続可能にするために必要な経営資源を破壊する

という懸念が生じるのである｡

ドラッカーは, そもそも当時 (1970～80年代) のアメリカ企業の多くがレ

イダー (乗っ取り屋) に対してきわめて脆弱な存在になってしまった最大の

原因は, 法人資本主義 (corporate capitalism) にあると指摘した｡ すなわち,

バーリ&ミーンズ (1932) が指摘したように, 株式会社制度において ｢所有

と支配の分離｣ および ｢経営者支配｣ の現象が進展して以来, プロとしての

マネジメント (専門的経営者) はそれ自体が永続的な存在となり, いかなる

利害関係者からも干渉されずに, 独自の判断で経営できる存在になったこと

がそのような事態を招いたとする｡ ドラッカーは次のように, 株式会社経営

者の責任について厳しく批判する｡

｢(専門的) 経営者が自立し, 誰にも責任を負わなくなり, 誰からもコ

ントロールされなくなり, したがって真の利害関係者たる支持者がいな

くなってしまったのである｡ この状況が (専門的) 経営者を傲慢にし,

無力にし, 孤立し, 取締役会, 株主, 従業員のいずれにおいても, 自ら

の基盤を失ってしまった｡｣ (Drucker, 1986a, pp. 7�8)

つまり, 1950年代に GEの CEOであったラルフ・コーディナーが定義し
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た ｢最高経営者は株主・従業員・顧客・納入業者・職場社会などの諸利害の

最適バランスを追求するための受託者である｣ との文言は, スローガンや謳

い文句として単なる ｢良き意図｣ (good intentions) に止まり, 制度化にま

で踏み込まれなかったのである｡ ドラッカーは, その結果としてマネジメン

トが ｢啓発された専制主義｣ (enlightened despots) に堕落し, いずれ批判や

反対を受けると強調した (Drucker, 1986a)｡

3�3．マネジメントの正当性

敵対的企業買収が企業経営に与える悪影響, すなわち株主 (レイダーやア

クティビスト) 利益の重視による短期的な成果を求めた結果, 長期的な経営

を支える資源が破壊されることを指摘したわけであるが, その一方で敵対的

企業買収が明らかにした基本的な構造問題もまたドラッカーによって指摘さ

れている (Drucker, 1986a)｡ つまり, ①年金基金の役割, 機能, 管理方式,

②マネジメントの正当性, ③企業特に大企業の目的, である｡ ここでは, ②

および③の点について, ドラッカーの経営思想を踏まえて指摘しておきたい｡

まず, マネジメント (経営者であり経営体) の正当性について, ドラッカー

は敵対的企業買収ブームに関連して, それが最終的にどのような形で終わろ

うとも, マネジメントの正当性にかかわる問題の重要性をはっきりさせるこ

とになると主張した｡ そもそも, ドラッカーによれば, 企業組織は経済的制

度であると同時に社会的制度でもあり, 企業それ自体はゴーイング・コンサー

ン (継続事業体) として理解される (Drucker, 1954, 1986d)｡

ただし, マネジメントがその職務を遂行するには, その組織が何であるか

を問わず, 力 (power) を有していなければならない｡ ドラッカーによれば,

経営者ないしマネジメントの力の正当性の条件は次のように指摘されている｡

｢力は正当でなければならない｡ さもなければ, 力は単に勢力を持つだ
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けで権威を持ったことにはならない｡ 単に力があるだけであって, 正し

くはない｡ 力が正当であるためには, その力の外にあってその力を超越

するもの, つまり力に服する人々が真の絶対物とは言わずとも真の価値

として認めるもの… (中略) …に根拠を求めなければならない｡｣

(Drucker, 1986d, p.180)

つまり, ｢専門経営者による利己心の排除, すなわち, 誠実性の発揮も,

能力の発揮も, 経営者自身の外にはないので, 真の価値にはなれなく, また,

株主に対する奉仕は, 投機家に化してしまった株主の現状からは, 人々によっ

て真の価値とは認められない｣ (河野, 2006, p. 77) のであり，経営者が単

なる ｢良き意図｣ を力の正当性の根拠とするのではなく別の正当性が必要と

なる｡

それでは, マネジメントの正当性とは何だろうか。第一義的には企業の経

済的業績, すなわち市場での地位, 製品やサービスの質, イノベーションな

どを向上させることであり, 財務上の業績を重視し, コントロールすること

であろう｡

ただし, ドラッカーは, これを単なるスローガンや良き意図で終わらせる

のではなく, ｢企業の富の創造能力と，職場の創出能力の維持，つまり永続
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

的事業体の維持について, 法律的，制度的な枠組みを作る必要がある｣ (傍
・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・

点筆者) (Drucker, 1986d, p. 168) と指摘した｡

加えて, 各種の利害関係者, 例えば従業員を代表するものとしての企業年

金基金, をマネジメントの過程に参加させなければならないとする｡ ｢アメ

リカの大企業は, 新しい利害関係者を動員して, 今では投機家になってしまっ

た株主という名の企業所有者の利害と, 他の諸利害とをバランスさせ, 新し

い連帯の絆を作り出すことを考える｣ (Drucker, 1986a, p. 308) とドラッカー

は主張する｡
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かくして, ｢永続的な経営体の維持という経営を超える正当な根拠が生じ

る｡ これはまた, 法人資本主義化による社会的衝撃にも対抗できる｡ さらに

短期的志向や技術・競争の弱化という社会問題たる敵対的買収にも対抗でき

る｣ (河野, 2006, p. 77) のである｡

ただし, ドラッカーはマネジメントに対して力をもつことの正当性を認め

ると同時に, 正当性のある統治機関, すなわち力を有し, 継続性を持ち, 業

績を上げることのできる統治機関が必要であるとも強調した (Drucker,

1986a, p. 20)｡ 具体的には, ｢強力かつ独立した存在としての取締役会を復

活させること｣ であった｡ もちろん, 取締役会のメンバーは, 株主のみの代

表とはならず, しかも ｢業績と高潔さ (integrity) のゆえに, 社会的な尊厳

と地位を得ているため, 取締役会が設定した基準を満たせないトップは, そ

れがいかなる人物であれ, 解雇してしまうという責任を遂行できる人たち｣

(Drucker, 1986a, p. 21) でなければならないとした｡

3�4．企業の目的

次に, 敵対的企業買収が明らかにした基本的問題たる ｢企業の目的｣ につ

いてである｡ 周知のとおり, ドラッカーは企業組織が経済的制度であると同

時に社会的制度でもあることから, 企業とは何かを知るために ｢目的｣ とは

何かを問い, 企業 (事業) の目的は外部にあるべきと主張し, ｢顧客の創造｣

(to create a customer) と定義した (Drucker, 1954)｡

また, ドラッカーによれば, トップ・マネジメントは ｢多元的な諸課題｣

を解決すべきであり, 次の 6 点を遂行しなくてはならない (Drucker, 1974)｡

①経営体の使命を考え抜くという課題, すなわち ｢われわれの事業は何であ

り, いかにあるべきか｣ を問いただすという課題, ②基準の設定, 範例の設

定, すなわち良心という職能, ③明日の人的資源, とくに明日の経営者の育

成, ④顧客あるいは主要納入業者との関係, 労使関係, 銀行や金融界との関
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係, 政府その他の外部機関との関係, ⑤儀式的機能, ⑥重大危機に備えて最

高経営者を引き継ぐことのできる機関の用意, である｡ 特に, ①においては,

目標を設定し, 戦略と計画を開発し, 明日の成果のために今日において意思

決定すること, が必要である｡

さらに, ドラッカーはこうした企業目的を実現するための企業目標間の健

全なバランスを取ることも強調している｡ ドラッカーが指摘する企業目標に

は, マーケティング, イノベーション, 人間組織, 財務資源, 物的資源, 生

産性, 社会的責任, 利益という 8 つの基幹分野がある (Drucker, 1974)｡ こ

れらについても, 例えば, ｢短期的な要求｣ と ｢長期的な持続可能性｣, ｢利

益可能性｣ と ｢その他義務｣, ｢個々の組織特定の使命｣ と ｢公益｣, ｢自由｣

と ｢責任｣ といったバランスをとることが要請される｡

それでは, ドラッカーが具体的に示した企業の目的とは何か｡ ドラッカー

は次のように指摘する｡

｢ドイツや日本の産業を所有する機関投資家は, コーディナーとは異なっ

て, 何物も 『均衡化させ』 ようとはしない｡ 彼らは最大化させる｡ 株主

の持ち株の価値や, 企業におけるいずれかの 『利害関係者』 の短期的な

利益を最大化させようとは試みない｡ むしろ, 企業の富の創出能力を最
・・・・・・・・・・・

大化させている (maximize the wealth-producing capacity of the enter-
・・・・・・・

prise)｡ この目標こそ, 短期と長期を統合し, また, 市場地位・イノベー

ション・生産性・人材とその開発などの企業業績の業務面と財務的な要

請や成果とを結びつけるのである｡ また, この目標こそ, 株主・顧客・

従業員のいずれかであれ, 企業のあらゆる関係者が, それぞれの期待と

目的を満足させる上で依拠するようなものでもある｡｣ (傍点筆者)

(Drucker, 1992, pp. 195�196)
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かくして, 敵対的企業買収が投げかけた問題のひとつである, 企業（特に

大企業）の目的に関して, ドラッカーは ｢社会 (利害関係者) 志向のコーポ

レート・ガバナンス｣ を要請し, ｢企業による富の創出能力の最大化｣ とい

う目的を設定したと理解できる｡ もちろん, そこにおいては, 株主利益が軽

視されたということではなく, 最高経営者と株主の代表である取締役 (会)

との協働統治, すなわち両者間の相互作用によって株主の利害と企業の目的

(利害) が調整されることになる｡

４．デミング理論の批判点と限界

4�1．デミングとドラッカーの共通点と相違点

これまでみてきたように, デミング理論とドラッカーの経営思想を比較す

れば, いくつかの共通点と相違点を指摘できる｡ まず, 共通点として次の 3

点を挙げることができる｡ 第 1に, 短期的利益志向ではなく長期的利益志向

の企業経営を要請したこと, つまり短期的利益を要求する敵対的 (非友好的)

企業買収への強い非難, 第 2に, トップ・マネジメントの責任についての強

調, 第 3に, 社会 (利害関係者) 志向の企業統治 (コーポレート・ガバナン

ス) を視野に入れた上で企業経営の望ましい在り方を考究すると同時に1980

年代の米国 (経済, 企業) の状況を憂いていた, ことである｡

次に相違点として, ドラッカーからの手紙にもあったように, デミング理

論における 2つの批判点を提示することができた｡ それは, 第 1に, 企業経

営において特定の (具体的な) 目標を設定していないこと, 第 2に, トップ・

リーダーシップの過大評価とコーポレート・ガバナンス (取締役会) の過小

評価, である｡ これまでみてきたように, 第 1の批判点については, そもそ

も企業は経済的制度であると同時に社会的制度でもあるため, 特定の目標が

なければ, 株主や利害関係者 (顧客, 従業員, 供給業者, 債権者, 地域社会

など) に対する説明責任ができないだけでなく目標間のバランスを取ること
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も困難となる｡ 第 2の批判点については, 品質管理にせよ企業経営の変革に

せよ, トップ・マネジメントのリーダーシップだけでは実現が困難であろう

し, しかも株主 (取締役) との共通目的の同意についてコミュニケーション

が図られる必要があろう｡

そこで, 本節ではこれらの批判点について, Anderson et al. (1994) が措

定したデミングの品質マネジメントのフレームワークを踏まえ, デミング自

身のその後の見解も踏まえて, デミング理論の限界について考察する｡

4�2．批判点①：企業経営において特定の目標を設定していないこと

第 1の批判点として, 企業経営において, 特定の目標を必ずしも明示して

いないことが挙げられる｡ これまで見てきたように, 少なくとも1986年の14

原則では, ｢製品・サービスの改善に向けた不変の目的の創造｣ は指摘され

ていたものの, 特定の (具体的な) 目標を提示していたとはいいがたい｡ そ

の理由について, Anderson et al. (1994) の所論をもとに検証しよう｡

Anderson et al. (1994) は, デミングの経営手法を研究している専門家に

対して ｢デルファイ法｣ (Delphi method)
(６)

を用い, 彼の経営原則を 7つの概

念にカテゴリー化し, 相互に関連づけている｡ その 7つの概念とは, ① ｢ビ

ジョナリー・リーダーシップ｣, ② ｢組織の内的・外的協働｣, ③ ｢学習｣,

④ ｢プロセス・マネジメント｣, ⑤ ｢持続的改善｣, ⑥ ｢従業員満足｣, ⑦

｢顧客満足｣, である｡ これらの概念の対応関係について図示すると次のとお

りである (図表 3 参照)｡ 結論を先に述べると, デミングの管理論のフレー

ムワークにおいては, トップ・マネジメントのリーダーシップこそ始点であ
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( 6 ) デルファイ法とは, 1950年代初頭に RANDコーポレーションが開発した手法
であり, 多くの専門家がそれぞれ独自に意見を出し合う, という作業を繰り返し行
うことで意見を収斂させ, 未知の問題に対し確度の高い見通しを得るための方法で
ある｡



ると同時に, ｢顧客満足｣ は一連の活動の最終的な成果目標として実現され

ることがわかる｡

つまり, Anderson et al. によると, ｢ビジョナリー・リーダーシップ｣ と

は, ｢変化する顧客の諸要求によって必要とされる組織の長期ビジョンを確

立し実践し導く経営者の能力であり, 組織内部を統制する役割とは反対のも

の｣ (Anderson et al., 1994, p. 480) であることから, このフレームワークに

よれば, 具体的な特定目標ではなく長期ビジョンの確立が求められている｡

また, 組織システムを構築 (再構築) した後に必要とされる ｢プロセス・マ

ネジメント｣ は, ｢結果よりもむしろプロセスの管理ないし行為手段を強調
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

する, 一組の方法論的かつ行動的実践｣ (傍点筆者) (Anderson et al., 1994, p.

480) である｡ 要するに, 長期的ビジョンの確立および結果よりもプロセス

の管理を遂行することが当面の企業目標として措定されているのである｡
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図表３ デミングの経営手法の基底にある品質マネジメントの
フレームワーク

ビジョナ
リー・リー
ダーシップ

学習

プロセス・
マネジメント

従業員
満足

組織の内的・
外的協働

持続的
改善

顧客満足組織システム プロセスの成果

因果関係の方向 フィードバック・メカニズム

(出所) Anderson, J. C., Rungtusanatham, M., and Schroeder, R. G. (1994), “A Theory of

Quality Management Underlying the Deming Management Method,” Academy of

Management Review, Vol. 19, No. 3., 481.



しかしながら, デミングは1994年の The New Economics において, 具体

的で望ましい企業目的 (aim) として, ｢株主, 従業員, 供給業者, 顧客,

地域社会, 環境などのいずれもが, 長期にわたって利益を得ること｣

(Deming, 1994, p. 51) と定義する｡ このことから明らかなように, 少なく

ともデミングはその後の主張において, 企業の目的を ｢各種利害関係者の長
・・・・・・・・・

期的な利益を図ること｣ (傍点筆者) と定義している｡
・・・・・

それでは，なぜ企業の目的に利害関係者の長期的利益を入れる必要がある

のだろうか。われわれはデミングが利害関係者を経営活動に関与させたこと

について, ｢欧米式経営の変革｣ に対する ｢深遠なる知識｣ をもつ外部の視

点, すなわち ｢システムに対する正しい理解｣ から生起されたものと考える

ことができる｡ ここで，デミングによれば, システムとは, ｢目的を達成し

ようとして協力する, 相互に依存しあう構成要素のネットワーク」
(７)

(Deming,

1994, p. 50) であり, 生産はひとつのシステムとして捉えられる (図表 4 参

照)｡

組織をシステムとして理解する際に, システムはネットワークだけで機能

するのではなく, その維持のために必要なことが 3つある｡ ①目的をもつこ

と, ②システムを管理しなければならないこと, ③構成要素はシステム全体

のために最善を尽くすこと, である｡ なかでも③は重要な意味をもつものと

して理解できる｡

つまり, 各構成要素の責務として, 個別の目的ではなくシステム全体のた

めに最善を尽くすことが求められる｡「個々の生産量, 利益や売上高を多く

したり, その他の内部競争的な数字を増やしたりすることではない｡ もちろ
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( 7 ) Deming によれば, ｢効率化されたシステムの良い例は, 素晴らしいオーケス
トラである｡ 演奏者は, プリマドンナのように独演するために存在しているわけで
はなく, 各自が聴衆の耳をとらえようとしている｡ オーケストラの演奏者は, お互
いをサポートしあうために存在している｡｣ と主張する｡ Deming, 1994, p. 110.



ん, システム全体の利益のためには, ある構成要素で損失が生じることもあ

る｣ (Deming, 1994, p. 97) という｡ いうまでもなく，ここで示すシステム

には，(製造) 企業のバリューチェーンが該当するが，利害関係者の利益と

いう視点は含まれているものと理解できる。

ここで，利害関係者の長期的利益を実現するものとして，ドラッカーの指

摘する ｢企業の富の創出能力の最大化｣ (傍点筆者) を可能にするもの (特
・・・・・・・・・・・・・

定の目標) とは何だろうか｡ われわれはデミング理論に内在する具体的な目

標を ｢顧客満足｣ (customer satisfaction) と特定している。換言すれば, デ

ミングの考える企業経営の目的は, 具体的な目標たる ｢顧客満足｣ をテコと

した企業経営による利害関係者の長期的利益の実現といえる｡

とすれば, 顧客満足が株主を含む利害関係者の長期的利益を実現させるの

であれば, まずロイヤル・カスタマーの満足こそ不可欠である｡ すなわち,

｢ロイヤル・カスタマー (単に満足している顧客ではなく, 真の利益を生み
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図表４ ひとつのシステムとして見た生産

原材料，
設備の
供給業者

消費者

設計
及び
再設計

原材料の
受け取り
及び試験

ゼロ段階：
アイデアの
産出

消費者
調査

流通

製造，組立，検査

工程，機械，
方法，コストの
試験

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

(出所) Deming, W. E. (1994), The New Economics for Industry, Government, Education,

The MIT Press, p. 58.



出すもの) こそ市場シェアの増加, より高い利益マージン, 利益, 株価, そ

して不安がなく満足した職場集団とさらなる職務を生み出すエンジンである｣

(Aguayo, 1990, pp. 8�9)｡ いうまでもなく, 顧客満足の結果 (ロイヤル・カ

スタマーやリピーターの増加) として市場シェア・利益・株価・職務などの

増加や上昇が実現できるのである｡

しかしながら，デミングはロイヤル・カスタマーやリピーターといった

「既存顧客」に着目する一方で，潜在顧客や非顧客そして将来の顧客といっ

た「新規顧客」には着目していない。ここに，デミング理論の限界のひとつ

を見ることができる。

4�3．批判点②：トップ・リーダーシップの過大評価とガバナンスの過小

評価

第 2の批判点として, トップ・リーダーシップの過大評価とガバナンスの

過小評価が挙げられる｡ ドラッカーの所論や Anderson et al. のフレームワー

クからも明らかなように, 品質管理の実施にせよ欧米式経営の変革にせよ,

それらがトップ・マネジメントのみで実現できるだろうかという疑問が生じ

る｡ デミング理論のフレームワークからも明らかなように, ｢組織の内的・

外的協働｣ と ｢学習｣ からなる組織システムの変革や再構築はトップ・リー

ダーシップによって実現できるかもしれないが, プロセス・マネジメントと

その成果たる ｢持続的改善｣ および ｢従業員満足｣ を実現させるためにはそ

の制度的条件が何かを問う必要があるためである｡

すなわち, Anderson et al. (1994) の指摘のように, ｢プロセス・マネジメ

ント｣ の結果として, ｢持続的改善｣ や ｢従業員満足｣ そして ｢顧客満足｣

が実現されるのであり, しかも ｢プロセス・マネジメント｣ において短期的

な結果ではなく, あくまでプロセスの長期的な管理ないしそのための行為手

段が求められるためである｡ 換言すれば, 生産現場をはじめ各プロセス (工
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程) の管理は必要だとしても, それらが長期的かつ安定した状況で実施され

なければ ｢プロセス・マネジメント｣ の実現が困難になるといえる｡

それゆえ, トップ・マネジメントのリーダーシップだけでは長期的かつ安

定したプロセス状況を実現することは困難であるといえないだろうか｡ つま

り, 長期的かつ安定的に機能させるためのコーポレート・ガバナンス, 特に

株主の存在と取締役会の役割について過小評価しているのではないかという

疑問が生じる｡

ドラッカーが1970年代から1980年代のアメリカにおいて企業経営に大きな

影響を与えた敵対的企業買収であるが, デミングが自身の理論の実践の場と

して捉えていたであろう日本においてはそのような現象がほとんど生じてい

なかったということは看過できない｡ すなわち, 日本ではメインバンク制を

中心として銀行が主な利害関係者として長期的な経営を支えていた｡ それに

加え, 1970年の資本自由化以降, 株式の相互持ち合いが進展していたことは

周知の事実である｡

例えば, 日本取引所グループの『2015年度株式分布状況調査の調査結果に

ついて』によれば, 1970年代から1980年代の日本における比較的安定的な企

業統治構造について, 株式所有におけるメインバンク (都市銀行と地方銀行)

の推移が1970年から1985年にかけて15～20％で推移していたものが, 1985年

のプラザ合意以降は15％以下へ下落し, さらに1997年以降は約 5％台で推移

している (図表 5 参照)｡ その一方で, 1985年以降機関投資家 (信託銀行,

生・損保, その他金融機関) の割合が約15％だったものが25％へ増加してい

るとともに, 外国法人等も 5～10％だったものが急激に上昇しており，2015

年度においては約30％と最大かつ主要な株式保有者となっている｡

もうひとつ指摘できることは, 株式・債券市場を通じた直接金融ではなく

金融機関を通じた間接金融に代表される日本の金融システムである｡ 内閣府

経済社会総合研究所の『1998年度国民経済計算』によると, 1970年から1985
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年の日本における金融部門を除いた法人企業の資金調達は主に私的セクター

からの借り入れ (融資) が中心であり, 株式や社債 (長期と短期) の割合を

大きく上回るものであった (図表 6参照)｡

以上を換言すると, たしかにこの状況下においても, 日本企業のトップ・

マネジメントは外部の金融機関を中心に統制下ないし監視下にあったとはい

えるものの, メインバンク中心の株式所有構造ないし安定した企業統治のも

とでは, トップ・マネジメントの経営目標に対する自由裁量が大きかったと

いえる｡
(８)

それらが結果として, 顧客満足をもたらす品質の持続的改善 (従業
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図表５ 主要投資部門別株式保有比率の推移（1970～2015年度)
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(注) 2004年度から2009年度までは，ジャスダック証券取引所上場会社分を含む。
(出所) 日本取引所グループ(2016) 『2015年度株式分布状況調査の調査結果につい

て』，p. 5.

( 8 ) 例えば, 経営目標について, 米国では投資収益率 (ROI), 株価の上昇が重視
されていたのに対して, 日本ではそれらよりも市場占有率, 生産・物流システムの
合理化, 新製品比率, 会社の社会的イメージの上昇, 作業条件の改善といった項目



員満足) だけでなく, 長期志向の企業経営が実現できたものと理解される｡

５．お わ り に

本稿では, デミング理論の基本的特質を踏まえ, 特に批判的な評価につい

て, ドラッカーの経営思想との対比を通じて考察した｡ 両者の共通点として

指摘したことは, 次の 3点である。第 1に, 短期的利益志向ではなく長期的

利益志向の企業経営を要請したこと, つまり短期的利益を要求する敵対的

(非友好的) 企業買収への強い非難, 第 2 に, トップ・マネジメントの責任

についての強調, 第 3に, 社会 (利害関係者) 志向のコーポレート・ガバナ
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図表６ 日本における非金融法人資本調達 (1970～1985年) (フロー)
(年度，単位：億円)
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(出所) 内閣府経済社会総合研究所 『1998年度国民経済計算』 より作成。

が相対的に高かった (加護野他, 2010, p. 107)｡



ンスを視野に入れた上で企業経営の望ましい在り方を考究すると同時に1980

年代の米国 (経済, 企業) の状況を憂いていた, ことである｡

その一方で, 相違点 (限界) として次の 2点を指摘した｡ 第 1に, 企業経

営において特定の (具体的な) 目標を設定していないこと, 第 2に, トップ・

リーダーシップの過大評価とコーポレート・ガバナンス (取締役会) の相対

的な過小評価, である｡ 前者については, 製品やサービスの向上へ向けた

｢不変の目的｣ や持続的改善や従業員満足の結果として得られる ｢顧客満足｣

についてデミングは強調するものの, 事前に明示された特定の企業目標とは

いいがたい｡ 後者については, システムの構築や再構築 (変革) が品質管理

や企業経営の要諦であり, その責任主体としてトップ・リーダーシップを強

調したものの, システムを長期にわたって実現させるための条件, すなわち

株主や投資家との関係 (コーポレート・ガバナンス) に対する議論は看過さ

れていたといえる｡

以上，本研究から得られるインプリケーションとして, 次の 2点が挙げら

れる｡ 第 1に, 企業経営において ｢顧客満足｣ を結果として実現するだけで

は不十分であることである｡ 利害関係者の一部分にすぎない ｢顧客｣ (しか

も既存顧客) の満足が他の利害関係者, すなわち株主, 従業員, 納入業者,

債権者, 地域社会などの利益に必ずしもつながる保証はない｡ それゆえ, 実

際には, 顧客をロイヤル・カスタマー (既存の上顧客), 非顧客, 潜在顧客,

将来の顧客（以上新規顧客）などにセグメント化して具体的に目標を設定す

る必要があるだろう｡ 加えていえば，ドラッカーが指摘するように, そもそ

も顧客志向の企業経営 (品質管理) が利害関係者の利益を実現するための富

（原資）を最大化できることが前提となろう｡ しかしながら, ここで留意さ

れたいことは, デミングは ｢顧客満足｣ をテコとして利害関係者の長期的な

利益を実現する企業経営をめざしていたのであり, 企業経営上 ｢顧客志向｣

が軽視されるということにはならない｡
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第 2に, 品質管理においてもコーポレート・ガバナンスとの関係性を考え

る必要があることである｡ 現在は見直され, あるいは解体しつつある日本的

経営ではあるが, 少なくとも1980年代以前はそのさまざまな制度やシステム

の補完関係によってその成果を発揮していた｡ そして, そのひとつの帰結と

して ｢顧客満足｣ や ｢持続的改善｣ (従業員満足) といった品質管理の諸目

標が実現できたといっても過言ではない｡ それゆえ, 今日のように安定株主

が存在せず外国人投資家の比率が高まった状況において, 長期志向で顧客満

足を実現するためには, より具体的な目標を設定するとともに, 株主 (投資

家) との対話もまた必要となろう｡

最後に, 本研究の課題について 2点指摘しておきたい｡ 第 1に, 本稿では

デミング理論の実践的な限界として, 主としてコーポレート・ガバナンス

(株式分布状況) や資金調達システムといった環境的・制度的要因を挙げた

ものの, これらは日本の株式会社を全体として捉えたものであり, 個別企業

の状況やすべての企業が長期的な企業経営を志向していたとはいえない｡ 実

際に, 日本企業の大半は1980年代において国際的な競争優位性をもっておら

ず (Porter et al., 2000), さらにいえば, 他の制度的要因である, 終身雇用

(長期雇用), 年功序列, 企業内組合, 企業内昇進といった影響については看

過している｡

第 2に, デミングは, 企業の目標だけでなく, 従業員や経営管理者の職務

に関しても, 特定の目標を明示していないことである｡ つまり, ドラッカー

が ｢目標による管理｣ (MBO: management by objectives) を主張したのに対

して, デミングは ｢目標による管理｣ を否定しさえする｡ なるほど, ｢デミ

ングの経営教訓は, 多くのビジネススクールで現在教えられかつ経営コンサ

ルタントやビジネス作家らが支持しているものと直接的に反対するもの｣

(Aguayo, 1990, p. 11) である｡ これらの点については今後の研究課題とした

い｡
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